
 

 

 

 

プリンシパル・グローバル・インベスターズ㈱ 

会社名 プリンシパル・グローバル・インベスターズ株式会社 
 
所在地 〒 100-0011 東京都千代田区内幸町一丁目１番１号 帝国ホテルタワー11階 

 電話 03-3519-7880 ファックス 03-3519-6410 

   ＨＰアドレス www.principalglobal.jp 

代表者 代表取締役社長  板垣 均 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長(金商)第462号 登録年月日 平成19年9月30日 

協会会員番号 011-01627   

業務開始年月 平成18年8月30日 資本金 0.7億円 

作 成 部 署 法務コンプライアンス部 電 話 03-3519-7913 

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務

③．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 ①．法第２条第８項第11号に係る業務 ②．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 １．法第28条第１項に係る業務 ２．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

該当なし   

   

   

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率

株主名 
議決権
保有比率

プリンシパル・グローバル・インベスターズ・

ホールディング・カンパニー・エルエルシー 
100％

 ％

 ％

 ％  ％

 ％  ％

 ％  ％

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

29年12月期 370 1,598 155 104  600

28年12月期 438 1,850 184 115 495

27年12月期 370 1,986 211 124 630

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数  29  名 

②運用業務従事者数  2.5  名 

 内 ファンド・マネージャー数  1  名、平均経験年数 9 年 4 ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者      名、平均経験年数    年  ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者 1 名、平均経験年数 9 年 4 ヵ月 

 内 調査スタッフ数  0.5 名、平均経験年数 11 年 3 ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数  9  名 

 CFA協会認定証券アナリスト数   1  名 
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プリンシパル・グローバル・インベスターズ㈱ 

＜組織図＞ 

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間 平成29年1月1日～平成29年12月31日 

 
２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 . ％  

下記①に該当する 

法人との取引 

該当なし . ％  

 . ％  

 . ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

Brown Brothers Harriman 67.2％  

BNY Mellon Fund Services 21.1％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

Principal Real Estate Debt Fund II GP 0.1％  

 . ％  

 . ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 

 日本株等の運用・ 
調査 
 トレーディング 

 総務・経理 
 人事 
 IT/システムサポート

 営業 
 クライアント・リレーション 

情報管理責任者  

内部監査人 

運用委員会 

トレーディング委員会 

コンプライアンス委員会 

監査役 

取締役会 

株主総会 

代表取締役 

プロダクト／ 
クライアント・ 
サービス部  

 運用プロダクト管理
 クライアント・サービス

運用業務部

 オペレーション 
 ファンド計理 

法務 
コンプライアンス部 営業部  

 コンプライアンス 
 法務 

総務部  運用部  
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プリンシパル・グローバル・インベスターズ㈱ 

７．契約資産 

①契約資産状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金 4 78,005 - -

私的年金 25 68,938 - -

その他 10 1,263,952 - -

計 39 1,410,895 - -

個人 - - - -

国内 計 39 1,410,895 - -

       

海

外 

法

人 

年金 - - - -

その他 1 2,185 - -

計 1 2,185 - -

個人 - - - -

海外 計 1 2,185 - -

       

総合計 40 1,413,080 - -

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、 0  件。 

 

②海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 - 件

 - 百万円

欧州 - 件

 - 百万円

アジア - 件

 - 百万円

その他 - 件

 - 百万円

 

③投資対象別運用状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化

国内 

その他 

海外 

株式特化

海外 

債券特化

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル

その他 

件数 1  0  0  4 32 0 0  0  3 

金額 2,185  0  0  78,005 1,315,686 0 0  0  17,204 

 

④契約規模別分布状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円

未満 

100～500億円

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上

件数 6  18 3 7 1  5 

 構成比(％) 15.0% 45.0% 7.5% 17.5% 2.5% 12.5%

金額 4,032  39,120 23,305 160,873 74,667  1,111,081 

 構成比(％) 0.3% 2.8% 1.6% 11.4% 5.3% 78.6%
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８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

プリンシパル・グローバル・インベスターズ株式会社がご提供するマルチブティック戦略では、各ブ

ティックが独自の投資哲学及び投資スタイルによる運用を行っており、投資家の様々なニーズに対応

することが可能となっております。 

当社がご提供する戦略の運用を担当する主なブティックの名称及び特色は以下の通りです。 
 

 【プリンシパル・グローバル・エクイティーズ(PGI株式)】グローバル株式、地域特化、スタイル特化

ファンダメンタルズ、投資家の期待、バリュエーションに着目し、定量分析と定性分析を融合

してボトムアップの銘柄選択を行う。ベンチマーク・フリーを含め幅広い運用商品を提供。 

 【オリジン・アセット・マネジメント】グローバル株式、エマージング株式 

意見ではなく根拠による投資行動が重要という哲学のもと、個別企業の分析はデータ・ドリブ

ンの運用。キャッシュフロー投資収益率（CFROI）に着目し、ボトムアップで銘柄を選択。 

 【ポスト・アドバイザリー・グループ】ハイイールド債券、バンクローン 

ダウンサイドの抑制を重視した投資スタイルで、伝統的なベンチマーク運用から絶対収益志向

の運用まで手掛ける。デュレーションに対応して短期から長期まで幅広く運用商品を提供。 

 【スペクトラム・アセット・マネジメント】優先証券 

優先証券特化の運用会社として世界最大手。優先証券は、普通社債と普通株式の中間的な特性

を有する確定利付証券。同一発行体の証券の中では高利回りで、分散投資にも寄与。 

 【プリンシパル・グローバル・フィックスド・インカム(PGI債券)】グローバル債券、投資適格債券、ハイイールド債券等

発行体のファンダメンタルズを重視した独自の債券格付を軸とするボトムアップの銘柄選択

と、マクロの投資環境に着目したリスク管理を融合。クレジット投資に定評。 

 【フィニステーレ・キャピタル】新興国市場ヘッジファンド 

新興国を中心にロングとショート両サイドでマクロ戦略投資及びクレジット投資を行う。マク

ロ戦略は、ソブリン・クレジット、現地通貨建て金利、為替に投資。クレジット投資は、主に

ボトムアップにより新興国の企業に投資。 

 

【プリンシパル・リアルエステート・インベスターズ】不動産（エクイティ＆デット） 

上場エクイティ（REITなど）のほか、米国商業用不動産を対象とした私募エクイティ、CMBS、

モーゲージローンの4つのプラットフォームを活用した不動産投資を行う。 

 

【プリンシパル・ポートフォリオ・ストラテジーズ】アセット・アロケーション 

戦略的資産配分の決定・助言を行う。資産別の期待収益率と相関、投資対象マネージャーの戦

略の特徴を考慮し、資産配分とマネージャー選択の両面からアルファを創出。 

 

９．投資に関する意思決定プロセス 
お客様のリスク許容度に沿った運用戦略のご提案をさせていただき、お客様と弊社の間で投資一任契約を

締結します。具体的には、各ブティックが運用する外国籍投資信託にご投資いただく方法と、弊社が各ブ

ティックに委託して個別運用を行う方法のいずれかで、お客様の目的に沿った運用の実現を図ります。 

 

 

10．運用受託報酬・投資助言報酬 
１）投資一任契約 
運用受託報酬に係る料率（年率、税抜）は、原則として以下の通りです。代表的な戦略のみを記載しております。

株式 

資産残高(時価ベース) 日本株式 
(PGI株式) 

グローバル株式 
(PGI株式) 

グローバル・オポチュニティーズ 
(PGI株式) 

50億円までの部分 0.55% 0.65% 0.70% 

50億円超 100億円まで 0.45% 0.55% 0.60% 

100億円超 0.35% 0.45% 0.50% 

 

各ブティックによる個別運用 

各ブティックが運用する 
外国籍投資信託 お

客
様 

弊
社 

信
託
銀
行 

指図
投資一任契約 

の締結 

信託契約

委託契約
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資産残高(時価ベース) グローバル株式アンコンストレインド
(オリジン)※ 

グローバル株式スペシャリスト 
(オリジン)※ 

エマージング株式 
(オリジン)※ 

50億円までの部分 

一律0.80% 一律0.70% 一律0.90% 50億円超 100億円まで 

100億円超 
 

債券 

資産残高(時価ベース) 
投資適格社債 
(PGI債券) 

投資適格社債プラス
(PGI債券) 

グローバル・ハイイールド債券 
(PGI債券) 

短期ハイイールド債券
(PGI債券) 

50億円までの部分 0.35% 0.35% 0.55% 0.55% 

50億円超 100億円まで 0.30% 0.30% 0.50% 0.50% 

100億円超  0.25% 0.25% 0.45% 0.45% 
 

資産残高(時価ベース) 
短期ハイイールド債券 

(ポスト・アドバイザリー)
短期プラスハイイールド債券
(ポスト・アドバイザリー)

シニアローン 
(ポスト・アドバイザリー)

50億円までの部分 

一律0.70% 一律0.70% 一律0.55% 50億円超 100億円まで 

100億円超  
 

資産残高(時価ベース) 
優先証券 

(スペクトラム) 

50億円までの部分 0.55% 

50億円超 250億円まで 0.50% 

250億円超 1,000億円まで 0.45% 

1,000億円超 0.40% 

 
不動産証券 

資産残高(時価ベース) 
グローバル不動産証券 
(プリンシパル・リアルエステート)

25億円までの部分 0.80% 

25億円超 50億円まで 0.70% 

50億円超 0.60% 
 

２）投資助言に係る投資顧問契約：上記と同一料率。 

 

３）留意点 

1. 上記は弊社の標準的な報酬料率であり、お客様の運用対象、運用方法、運用制限等により個別協議

のうえ報酬額を取り決めることがあります。また、運用戦略毎に最低受託額を設定しております。 
2. 投資信託を組入れる場合の報酬額は、個別協議のうえ報酬額を決定致します。 

 

11．その他、特記事項 

プリンシパル・グローバル・インベスターズは、NASDAQ上場のプリンシパル・ファイナンシャル・グ

ループ傘下の資産運用部門の総称で、2018年3月末の運用資産残高は約4,452億米ドル(約47兆円)で

す。米国アイオワ州デモインに本社を置き、欧州およびアジアの主要都市に運用拠点を置くグローバ

ル体制で、マルチブティック型経営によって幅広い運用戦略を提供しております。主な顧客は、年

金・退職プランや機関投資家等です。 

 

プリンシパル・グローバル・インベスターズ株式会社は2006年に設立され、投資一任業務開始以来、

年金基金、金融機関をはじめ機関投資家の皆様に株式運用戦略や債券運用戦略を中心に運用商品を提

供して参りました。2016年12月には投資信託委託業の届出を行い、投資信託の残高は順調に拡大して

おります。2018年3月末現在、投資信託を含む受託残高は約1兆5千億円になります。また、海外不動産

関連のプロダクトなど新たな運用戦略のご提案・ご提供も開始しており、今後も日本の機関投資家の

皆様の多様なニーズにお応えし、グループ各社の優れた運用サービスを提供して参ります。 
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ブルーベイ・アセット・マネジメント・インターナショナル・リミテッド 

会社名 ブルーベイ・アセット・マネジメント・インターナショナル・リミテッド 
 
所在地 〒 105-0001 東京都港区虎ノ門五丁目11番2号 

 電話 03-5777-1760 ファックス 03-5777-2461 

   ＨＰアドレス http://www.bluebay.jp/ 

代表者 日本における代表者 北 信也 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長(金商)第1029号 登録年月日 平成19年9月30日 

協会会員番号 012-02147   

業務開始年月 平成17年1月4日 

資本金 6000万円、100ポンド、 

600万ユーロ、860万1香港ドル 

作 成 部 署 コンプライアンス部 電 話 03-6403-3788 

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務

③．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 ①．法第２条第８項第11号に係る業務 ②．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 １．法第28条第１項に係る業務 ②．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

該当なし   

   

   

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率

株主名 
議決権
保有比率

BlueBay Asset Management Services Limited 100％  ％

 ％  ％

 ％  ％

 ％  ％

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

29年10月期 44 883 1,056 1,671 927

28年10月期 54 752 1,310 1,248 888

27年10月期 48 981 1,911 1,876 968

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数  18  名 

②運用業務従事者数  4  名 

 内 ファンド・マネージャー数  4  名、平均経験年数 15 年 10 ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者   名、平均経験年数   年   ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者 4 名、平均経験年数 15 年 10 ヵ月 

 内 調査スタッフ数     名、平均経験年数   年   ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数  8  名 

 CFA協会認定証券アナリスト数   1  名 

－　　－672
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＜組織図＞ 

 

 

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間 平成28年11月１日～平成29年10月31日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 . ％  

下記①に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

ブラウン・ブラザーズ・ハリマン ア

ンド カンパニー 
95.2 ％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 

取締役会 内部監査室 監査役 

経営会議 

日本における代表者 

投資政策委員会 コンプライアンス委員会 

営業本部 

機関投資家
営業部 

金融法人 
営業部

運用戦略部 運用部 管理部 コンプライアンス部

運用・管理本部 
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７．契約資産 

①契約資産状況（平成30年３月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金 - - - -

私的年金 16 31,463 - -

その他 6 607,200 - -

計 22 638,663 0 0

個人 - - - -

国内 計 22 638,663 0 0

       

海

外 

法

人 

年金 - - - -

その他 - - - -

計 0 0 0 0

個人 - - - -

海外 計 0 0 0 0

       

総合計 22 638,663 0 0

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、 -件。 

 

②海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 - 件

 - 百万円

欧州 - 件

 - 百万円

アジア - 件

 - 百万円

その他 - 件

 - 百万円

 

③投資対象別運用状況（平成30年３月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化

国内 

その他 

海外 

株式特化

海外 

債券特化

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル

その他 

件数 - - - - 11 11 - - -

金額 - - - - 634,293 4,370 - - -

 

④契約規模別分布状況（平成30年３月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円

未満 

100～500億円

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上

件数 11 4 4 - - 3

 構成比(％) 50.0 18.2 18.2 0.0 0.0 13.6

金額 4,370 12,908 24,519 - - 596,866

 構成比(％) 0.7 2.0 3.8 0.0 0.0 93.5
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８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

  

 ブルーベイ・アセット・マネジメント・インターナショナル・リミテッドは、信用リスクのある

クレジット債を中心としたアクティブ運用を得意とする、ロンドンを拠点とするブルーベイ・ア

セット・マネジメント・グループ（以下「ブルーベイ・グループ」）に所属し、ブルーベイ・グ

ループの運用実績とノウハウを活用した投資戦略をご案内いたします。流動性のあるクレジット

債にとどまらず、ダイレクト・レンディング、さらに先進国債や新興国債でもブルーベイ・グ

ループの高い専門能力を活用した運用戦略をご案内しております。テール・リスクの大きいクレ

ジット債の投資においては、運用能力の優劣がパフォーマンスを大きく左右し、信用力分析だけ

ではなく、金利動向を含めたマクロ分析も極めて重要となります。当社ではブルーベイ・グルー

プが持つ運用能力を活用し、日本の投資家のニーズとうまく組み合わせ、きめ細かな説明・報告

と高いリスク調整後リターンを投資家に提供することを目標に運用いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９．投資に関する意思決定プロセス 

【運用プロセス】 

 

 

■ 当社は運用に関する最高意思決定機関として投資政策委員会を設けています。 

 

投資政策委員会（月1回開催） 

・ 基本投資方針（運用計画）の審議・承認 

・ 運用リスク、運用ガイドラインの遵守状況、運用結果のレビュー・モニタリング 
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10．運用受託報酬・投資助言報酬 

 当社の提供する投資一任業に関してご負担いただく手数料や費用等は、お客様に委託された運

用金額や運用戦略ごとに、又は運用状況等により変動いたします。最終的な料率・計算方法等

は契約内容等により個別にお客様との協議のうえ決定されることになりますが、主な運用戦略

ごとの手数料の年率の上限は以下のようになります。 

エマージングソブリン債戦略：年率 0.80％（税抜） エマージング社債戦略：年率 1.05％（税抜） 

エマージング債絶対リターン戦略：年率 0.85％（税抜） ハイ・イールド債／ローン戦略：年率 0.70％（税抜） 

投 資 適 格 債 戦 略：年率 0.45％（税抜） 投資適格債絶対リターン戦略：年率 0.90％（税抜） 

金融ハイブリッド債戦略：年率 0.80％（税抜） 転 換 社 債 戦 略：年率 0.75％（税抜） 

マルチクレジット戦略：年率 0.75％（税抜） 

グローバル・ソブリン・オポチュニティ戦略：年率 1.10％（税抜）成功報酬 15％（税抜） 

オルタナティブ戦略：年率 2.20％（税抜）成功報酬 20％（税抜） 

ダイレクト・レンディング戦略：年率 1.70％（税抜）成功報酬 20％（税抜） 

  なお、当社との投資一任契約は、原則、運用戦略に応じた外国籍投資信託を投資対象としま

す。上記手数料には、お客様から直接当社にお支払いただく投資顧問報酬、外国投資信託に対

して投資した資産から控除される運用報酬が含まれます。 

   この他、管理報酬その他信託事務に関する費用等が投資先外国籍投資信託において（ダイレク

ト・レンディング戦略については、管理報酬その他管理事務に関する費用等が投資先外国籍リミ

テッド・パートナーシップにおいて）発生しますが、お客様に委託された運用金額や運用戦略ご

とに、あるいは運用状況等により変動いたしますので、事前にその料率ならびに上限額を表示す

ることができません。 

 

 

11．その他、特記事項 

 ブルーベイ・グループは、ブルーベイ・アセット・マネジメント・エルエルピーを中心とした

クレジット債券の運用を行うスペシャリストとして、2001年にロンドンにおいて設立されまし

た。2010年12月に、ロイヤル・バンク・オブ・カナダの100％子会社となったことで経営の健全

性と安定性が強化された一方、ブティック型運用会社としての設立以来のマインドを忘れるこ

となく運用に取り組み、投資家サービスの点においても高い水準を目指しています。 

  アクティブ運用を基本の投資スタイルとし、その投資哲学は、元本毀損を防ぐこと及び規律

正しい運用方針に則って、堅調なリスク調整後リターンを継続的に得ることにあります。 

運用チームでのボトムアップ分析は、投資アプローチの基本となる要素で、投資プロセスの全

段階において最も重視しており、アナリストによる分析を通じて投資銘柄を厳選して参りま

す。さらに十分に投資経験を持った運用担当者が、市場環境、マクロ経済を考慮して、トップ

ダウンで資産配分を行います。 

  ブルーベイ・グループのポートフォリオ運用は、以下の原則を持って行われています。 

・ 専 門 性 の 重 視： クレジット債を中心に運用を行っています。資産クラスごとに、投

資適格債、ハイ･イールド債及びディストレスト債、エマージング債、転換社債、プライ

ベート・デットといった専門の運用チームを持ち、各資産の運用を行っています。 

・ 元本毀損を防ぐ： 投資目標の原点は、デフォルトを避けて元本毀損を防ぐことです。 

・ リターンの継続性： 継続的に高いリスク調整後リターンを獲得することに注力します。 

・ アクティブ運用： 運用の目的は、元本を守りながら超過収益を獲得することにありま

す。このためには、ポートフォリオの運用を通じて、個別銘柄の要因、市場全体の要因と

いった両面からきちんと分析を行い、アクティブ運用を行うことが求められると考えてい

ます。超過収益を最大化するためには、同時にトレーディングにおいても高い能力が要求

されると考えています。 

 
 

－　　－676































 

 

 

 

ベストミックス・インベストメント㈱ 

マルチ・ストラテジー（複合戦略）契約 

①成功報酬なし型 

契約資産（時価） 報酬率（成功報酬なし）(税抜) (税込) 成功報酬 

20億円までの部分 1.00% 1.080%

なし 

20億円超50億円までの部分 0.90% 0.972%

50億円超100億円までの部分 0.70% 0.756%

100億円超200億円までの部分 0.50% 0.540%

200億円超300億円までの部分 0.30% 0.324%

300億円超の部分 0.10% 0.108%

②成功報酬あり型 

契約資産（時価） 報酬率（成功報酬あり）(税抜) (税込) 成功報酬 

20億円までの部分 0.50% 0.540% 顧客の運用目標を上回った場合、

上回った実績に対し一律20%（税込

21.6%）。なお運用目標は、原則、

顧客が定める予定利率をもとに双

方で協議し、顧客のリスク・リ

ターン特性に応じ加算できるもの

とする。成功報酬の計算はハイ

ウォーター・マーク方式とする。 

20億円超50億円までの部分 0.45% 0.486%

50億円超100億円までの部分 0.35% 0.378%

100億円超200億円までの部分 0.25% 0.270%

200億円超300億円までの部分 0.15% 0.162%

300億円超の部分 0.05% 0.054%

 

減額報酬制度     期末の時価が期首の時価（初年度は契約時元本）を下回った場合、上記報酬率から以

下の減額率を適用するものとする。 

 

 

 

 

 

 

10%まで 上記報酬率から10%の減額 

10%超20%まで 上記報酬率から20%の減額 

20%超30%まで 上記報酬率から30%の減額 

30%超 上記報酬率から40%の減額 

（報酬計算における留意事項） 

・成功報酬の計算時は、契約が年度期中に始まった場合、または年度期中に終了した場合、契約期間中の実績を年率換算（契約

期間に対応する運用実績率÷契約期間の日数×365）とします。 

（注）契約期間に対応する運用実績率とは、契約期間中の運用資産額の増減額÷期初の運用資産額とします。 

なお、契約期間中の運用資産額の増減額の計算は、修正ディーツ法で行います。 

・契約後増額になった場合、増額分は増額時から別途計算します。減額になった場合、成功報酬計算のためのハイウォーター・

マークおよび減額報酬計算のための期首の時価を減額分に見合うよう修正します。 

 

上記は代表的な一部の投資顧問料率です。 

 

11．その他、特記事項 

ベストミックス・インベストメントは、下記の経営理念に基づき、お客様のニーズに対応した商品、

サービス等をご提供し、お客様にご満足をいただき、深く信頼される資産運用会社を目指します。 

１．年金資産は老後の大切な生活資金であることを肝に銘じ、予定利率の達成を目指す運用戦略をご提

案すること 

２．国内で一任登録をしていない内外運用会社の優れた投資戦略を発掘し、より多くの皆様にご紹介す

ること 

３．イノベーティブな運用戦略や運用報酬の開発とご提案 

４．知見にあふれ意欲的なシニア層の雇用拡大 

５．収益の一部を、ボランティア活動などを通して社会還元すること 
 

期首の時価 

(初年度は契約時 

元本)の減少率 
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Point72 Japan Limited 

会社名 Point72 Japan Limited 
 
所在地 〒 100-0005 東京都千代田区丸の内一丁目8番3号丸の内トラストタワー本館24階 

 電話       03(6267)1500 ファックス  

   ＨＰアドレス https://www.point72.com/japan/?lang=jp 

代表者 日本における代表者  尾上 征児 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長（金商）第2653 号 登録年月日 平成24年7月27日 

協会会員番号 012-02813    

業務開始年月 平成24年7月27日 資本金 9,750,001香港ドル 

作 成 部 署 業務管理部 電 話 03(6267)1500 

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務

３．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 ①．法第２条第８項第11号に係る業務 ２．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 １．法第28条第１項に係る業務 ２．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

   

   

   

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率

株主名 
議決権
保有比率

Point72 Hong Kong Limited 100%  

  

  

  

  

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

 29年12月期 4,270 4,290 -1,232 -754 61

 28年12月期 3,759  3,773 487 407 2,410

 27年12月期 5,048  5,078 1,656 1,043 2,062

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数  27  名 

②運用業務従事者数  18  名 

 内 ファンド・マネージャー数   4  名、平均経験年数 5  年  3 ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者   名、平均経験年数   年   ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者  名、平均経験年数  年  ヵ月 

 内 調査スタッフ数  12  名、平均経験年数 10  年 6 ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数  5   名 

 CFA協会認定証券アナリスト数   1  名 
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Point72 Japan Limited 

＜組織図＞ 

 

 
取締役会 監査役 

 

日本における代表者 

投資運用部 投資助言部 
 

業務統括部 

 

 

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間 平成29年1月1日～平成29年12月31日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 . ％  

下記①に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

Goldman Sachs & Co. 40.1 ％  

Daiwa Capital Markets America Inc. 12.3 ％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 
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７．契約資産 

①契約資産状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金 - - - -

私的年金 - - - -

その他 - - - -

計 0 0 0 0

個人 - - - -

国内 計 0 0 0 0

       

海

外 

法

人 

年金 - - - -

その他 2 4,463 - -

計 2 4,463 0 0

個人 - - - -

海外 計 2 4,463 0 0

       

総合計 2 4,463 0 0

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、 3  件。 

 

②海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 - 件

 - 百万円

欧州 - 件

 - 百万円

アジア - 件

 - 百万円

その他 - 件

 - 百万円

 

③投資対象別運用状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化

国内 

その他 

海外 

株式特化

海外 

債券特化

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル

その他 

件数 2 - - - - - - - -

金額 4,463 - - - - - - - -

 

④契約規模別分布状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円

未満 

100～500億円

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上

件数 1 - - 1 - -

 構成比(％) 50.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0%

金額 0 - - 4,463 - -

 構成比(％) 0.0% 0.0 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%
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Point72 Japan Limited 

８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

株式ロング/ショート戦略を含む様々な投資運用戦略を採用し、優れたリスク調整後投資利益を追

求します。 

 

９．投資に関する意思決定プロセス 

当社のポートフォリオ・マネジャーチームは、企業ごとにデータを分析し、有価証券又はデリバ

ティブの現在の市場評価と当該有価証券又はデリバティブの市場価値として想定される価格差の

特定を目的とします。また、ポートフォリオ・マネジャーチームは、市場の需給分析を行うこと

により、市場における当該有価証券又はデリバティブの価格動向を予測します。各ポートフォリ

オ・マネジャーチームは、主要な業界、市場及び金融商品に関するファンダメンタル分析を行う

外部証券アナリストの情報提供を受けることがあります。また、ポートフォリオ・マネジャー

チームは、トレンドの加速や方向性を決定する構造変化を判断するため、日本を含む各国の経

済、財政及び政治状況を調査します。 

 

実施された調査に基づき、ポートフォリオ・マネジャーチームは、市場又はその他の参照資産を

上回る又は下回る可能性がある証券を特定し、それに応じてポートフォリオを構築します。ポー

トフォリオ・マネジャーは、過小評価されていると考えられる有価証券又は他の金融商品のロン

グポジション及びオプションを取得し、過大評価されていると考えられる有価証券又は他の金融

商品のショートポジション及びオプションを取得することがあります。  

 

各ポートフォリオ・マネジャーチームは、日本のセクターエグゼクティブの監督下で、一定の制

限の下に、投資判断を行い、それを実施する権限を有します。 

 

日本におけるロング/ショートビジネスラインの意思決定は、当社のポートフォリオ・マネジャー

に関する資産配分及び投資戦略に関連しているため、原則として日本のセクターエグゼクティブ

及びPoint72グループの上級管理職が行います。 

 

10．運用受託報酬・投資助言報酬 

顧客は、原則として、投資顧問契約で合意した金額を定められた時期に、提供されたサービスの

対価として当社に対して支払うものとします。 

 

11．その他、特記事項 

Point72は、いくつかの関連投資運用会社により構成されています。グループの持株会社はPoint72 

Asset Management, L.P.であり、米国コネチカット州を本拠とします。当社はコネチカット、

ニューヨーク及びパロアルト、ロンドン、パリ、シンガポール、シドニー、香港及び東京に拠点を

置くPoint72グループの一員です。 
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㈱ポートフォリア 

会社名 株式会社ポートフォリア 
 
所在地 〒 151-0051 東京都渋谷区千駄ヶ谷１－８－14 ホアリーナビル１F 

 電話 03-5414-5161 ファックス 03-5414-0160 

   ＨＰアドレス http://portfolia.jp/ 

代表者 代表取締役社長  立田 博司 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長(金商)第2679号 登録年月日 平成25年２月５日 

協会会員番号 012-02613   

業務開始年月 平成25年３月29日 資本金 3.228億円 

作 成 部 署 コンプライアンス部長 上原 章裕 電 話 03-5414-5161 

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務

③．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 ①．法第２条第８項第11号に係る業務 ２．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 １．法第28条第１項に係る業務 ２．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

― ― ― 

― ― ― 

― ― ― 

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率

株主名 
議決権
保有比率

立田 博司 100.0％  ％

以下余白 ％  ％

 ％  ％

 ％  ％

 ％  ％

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

平成30年３月期 ― 412 98 97 162

平成29年３月期 ― 157 △11 △11 65

平成28年３月期 ― 79 △57 △57 61

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数  12  名 

②運用業務従事者数  ２  名 

 内 ファンド・マネージャー数  ２  名、平均経験年数 18 年 ０ ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者 ０ 名、平均経験年数   年   ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者 ２ 名、平均経験年数 18 年 ０ ヵ月 

 内 調査スタッフ数     名、平均経験年数   年   ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数  ２  名 

 CFA協会認定証券アナリスト数  ０  名 
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㈱ポートフォリア 

＜組織図＞ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間 平成29年４月１日～平成30年３月31日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 0.0 ％  

下記①に該当する 

法人との取引 

 0.0 ％  

 0.0 ％  

 0.0 ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

 0.0 ％  

 0.0 ％  

 0.0 ％  

 0.0 ％  

 0.0 ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

 0.0 ％  

 0.0 ％  

 0.0 ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 

株 主 総 会

取 締 役 会

代表取締役社長

監 査 役

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
部

管 

理 

部 

ト
レ
ー
デ
ィ
ン
グ
部 

業 

務 

部 

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
部 

運 

用 

部 
投資政策委員会コンプライアンス委員会
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㈱ポートフォリア 

７．契約資産 

①契約資産状況（平成30年３月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金 - - - -

私的年金 - - - -

その他 - - - -

計 0 0 0 0

個人 - - - -

国内 計 0 0 0 0

    

海

外 

法

人 

年金 - - - -

その他 - - - -

計 0 0 0 0

個人 - - - -

海外 計 0 0 0 0

    

総合計 0 0 0 0

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、 0 件。 

 

②海外年金内訳（運用＋助言） 

 

 

③投資対象別運用状況（平成30年３月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化

国内 

その他 

海外 

株式特化

海外 

債券特化

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル

その他 

件数 - - - - - - - - -

金額 - - - - - - - - -

 

④契約規模別分布状況（平成30年３月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円

未満 

100～500億円

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上

件数 - - - - - -

 構成比(％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

金額 - - - - - -

 構成比(％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

 

米国 - 件

 - 百万円

欧州 - 件

 - 百万円

アジア - 件

 - 百万円

その他 - 件

 - 百万円
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㈱ポートフォリア 

８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

 

ロング・オンリー絶対収益型グローバル株式運用のポートフォリア 

 

１. 運用信念 「長期的な絶対収益の最大化」 

 

時代の変化にもかかわらず、真の顧客ニーズは常に絶対的に資産を増やすことにあると考え、

ポートフォリアでは、長期成長企業に割安なタイミングで投資を行うロング・オンリーの絶対収益

型グローバル株式運用によって顧客の資産を長期に渡り最大化させることを信念としています。 

また資産を減少させることが投資における最大のリスクであると定義し、変化に柔軟に適応し顧

客資産の保全を図り続けるために、投資先企業を厳選することに加えて、大局的な市場認識に基づ

いた動態的な資産配分にも気を配ることにより、市場の下落局面では損失を最小限に抑え、上昇局

面で着実に収益の獲得を目指します。 

運用の継続性を担保し進化を続ける等、あらゆる取組みは運用信念を貫くためにあります。 

 

２. 運用の特徴 「基本の徹底的な実践というシンプルな絶対収益型運用」 
 

（1） 世界中から長期成長企業の株式を選択 

時代や市場の変化に応じた運用スタイルや国・為替等の基本的な方向性を勘案したうえで、

最も魅力的な長期成長企業を、先進国・新興国にかかわらず世界中から柔軟に選択 

 

（2） 規律ある集中投資 

長期成長企業かつ絶対的に割安である厳選した株式のみに規律をもって集中投資を行うこと

により、ポートフォリオの下方リスクを抑制しつつ収益を追求 

 

（3） 市場に適応した動態的な運用 

個別企業の絶対的な割安度やカタリストを意識した売買タイミングに細心の注意を払うだけ

でなく、市場自体が割高な場合には現金比率の機動的な引上げ、急落の想定時にはヘッジも

利用 

 

３. 組織の設計 「独立系のブティック運用会社ならではのパフォーマンスとお客様視点」 

 
（1） 全体最適を可能にする運用体制・企業文化 

絶対収益の実現のために、一般的な縦割りの分業体制を排し、価値観を共有する少数精鋭の

チームが徹底的に全体最適を議論する体制とともに、絶対収益の運用・企業文化を構築 

 

（2） 顧客を軸にした経営で、運用会社と顧客の利害を一致 

経営・運用者・社員が顧客と同じ運用商品を保有し、経営・運用部長が株主として責任 

 

（3） 継続性を意識した経営と運用 

ノウハウの共有・伝承を意識した組織風土、世代を超えた構成で経営と運用の継続性を意識
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㈱ポートフォリア 

９．投資に関する意思決定プロセス 

 

“大局観”で時代の先を読み、未来を切り拓く“人”に投資する 
 

 

１． 世界観と歴史観から導いた“大局観”で将来を予測 

ポートフォリオ特性・運用方針の決定 

投資アイディアの絞り込み 
 
 

２． 変化を生み出す “人”から企業と市場を読み解く 

企業価値は“人”にあり 
 

３． “大局観”と“人”の融合による全体最適化された 

ポートフォリオ構築 

“大局観”と“人”から選ばれる「剛・柔・善」企業 

未来の長期成長企業を世界から厳選し、 

規律をもって集中投資                         
 

絶えざる仮説・修正の検証によるプロセスの進化 
 

１． 永続的に進化する運用文化 
 

２． 全体最適化による再現可能性の向上 

 

 

 

10．運用受託報酬・投資助言報酬 

当社によりあらかじめ定めた報酬料率を乗じて決めますが、資産規模や資金性質、投資制約に

よっては個別協議の上で決定します。また、当社が運用する投資信託を組み入れる場合には運用

受託報酬を調整する場合があります。 

 

11．その他、特記事項 

 

当社のビジョン 

資産形成にかかわる「不安」を「いいね！」に変える 

 

当社のミッション 
１． 日本の資産形成がAll-Winとなる全体最適を構想し、提案し続ける 

 

２． いつでも誰にでも、なじみ愛される器を、提供し続ける 
 

３． 信頼で結ばれたパートナーとともに顧客に最適な形でお届けする 
 

４． 資産形成を通じて本来の豊かさを一人でも多くの人と分かち合うために、私たちは進化する 

 

当社の運用チーム 
過去に高い実績をあげた経験豊富な運用チームが責任をもって長期にわたって運用します 

 

立田 博司（運用部長） 

過去20年以上にわたり日系・外資系の大手運用会社にてファンド・マネージャーとして高い実績

を残し、その間には、日・米・欧の大手年金基金での運用受託実績も豊富。 

 

金﨑 真紘（シニア・ファンドマネジャー） 
日系の運用会社で5年半にわたりアナリストやファンド・マネージャーとして運用業務に従事

し、年金基金の資産運用でも高い実績。 
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ＨＯＫＵ㈱ 

会社名 ＨＯＫＵ株式会社 
 
所在地 〒 105-0001 東京都港区虎ノ門五丁目11番1号オランダヒルズ森タワー6階 

 電話 (03) 5405-2578 ファックス (03) 5405-2579 

   ＨＰアドレス  

代表者 代表取締役 松本 リード 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長（金商）第3008号登録年月日 平成29年8月31日 

協会会員番号 012-02793   

業務開始年月 平成29年9月 資本金 10,000千円 

作 成 部 署 アドミニストレーション部門 電 話 (03) 5405-2578 

 

１．業の種別 

(適格投資家向け) 

投資運用業 

１．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務

３．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 １．法第２条第８項第11号に係る業務 ２．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 １．法第28条第１項に係る業務 ２．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

該当なし   

   

   

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率

株主名 
議決権
保有比率

松本 リード 100.0％  

  

  

  

  

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

平成29年11月期 9 9 △0 △0 14

 年 月期   

 年 月期   

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数   3  名 

②運用業務従事者数  1   名 

 内 ファンド・マネージャー数     名、平均経験年数   年   ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者   名、平均経験年数   年   ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者  名、平均経験年数  年  ヵ月 

 内 調査スタッフ数     名、平均経験年数   年   ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数  0   名 

 CFA協会認定証券アナリスト数  0   名 
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＜組織図＞ 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間 平成29年9月28日～平成29年11月30日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 0.0 ％  

下記①に該当する 

法人との取引 

 0.0 ％  

 . ％  

 . ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

 0.0 ％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

 0.0 ％  

 . ％  

 . ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 

        
 
 

取 締 役 
    

監 査 役 

 ポートフォリオ・マネジメント 

部門 

      

アドミニストレーション部門 
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７．契約資産 

①契約資産状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金 0 0 - -

私的年金 0 0 - -

その他 0 0 - -

計 0 0 0 0

個人 0 0 - -

国内 計 0 0 0 0

       

海

外 

法

人 

年金 0 0 - -

その他 1 15,928 - -

計 1 15,928 0 0

個人 0 0 - -

海外 計 1 15,928 0 0

       

総合計 1 15,928 0 0

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、 件。 

 

②海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 0 件

 0 百万円

欧州 0 件

 0 百万円

アジア 0 件

 0 百万円

その他 0 件

 0 百万円

 

③投資対象別運用状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化

国内 

その他 

海外 

株式特化

海外 

債券特化

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル

その他 

件数 1 0 0 0 0 0 0 0 0

金額 15,928 0 0 0 0 0 0 0 0

 

④契約規模別分布状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円

未満 

100～500億円

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上

件数 0 0 0 1 0 0

 構成比(％) 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

金額 0 0 0 15,928 0 0

 構成比(％) 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%
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８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

当社は、海外の運用会社から、日本の株式市場等で運用する資産について投資一任権限の再

委託を受け、運用を行っています。委託元の運用会社が、様々な戦略からなるヘッジファン

ドのプラットフォームで、革新的な投資手法による収益向上を目指していることから、当社

においても、相場状況に関わらず絶対的なリターンを上げることを基本的な運用方針及び運

用目標としています。 

 

 

９．投資に関する意思決定プロセス 

上記のとおり、当社は相場状況に関わらず絶対的なリターンを上げることを基本的な運用方

針及び運用目標としています。運用にあたっては、投資一任契約で規定されている投資制限

等を反映した投資ガイドラインに従い、ポートフォリオ・マネジャーがその時々の相場状況

等を考慮しながら、個別の運用に係る意思決定を行います。 

 

10．運用受託報酬・投資助言報酬 

委託元である海外の運用会社との間の投資一任契約に基づき、定額の運用受託報酬を受領し

ます。 

 

11．その他、特記事項 

該当なし 
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会社名 ホライゾン・アセット・インターナショナル株式会社 
 
所在地 〒 107-6337 東京都港区赤坂５丁目３番１号 赤坂Bizタワー 

 電話 03-6700-1500 ファックス 03-6700-1550 

   ＨＰアドレス 該当なし 

代表者 代表取締役社長  戴 興宇 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長(金商)第465号 登録年月日 平成19年9月30日 

協会会員番号 011-01611   

業務開始年月 平成18年12月1日 資本金 1億円 

作 成 部 署 コンプライアンス部 電 話 03-6700-1500 

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務

３．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 ①．法第２条第８項第11号に係る業務 ２．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 １．法第28条第１項に係る業務 ２．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

営業所 本店 東京都港区赤坂５丁目３番１号 赤坂Bizタワー 

   

   

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率

株主名 
議決権
保有比率

Horizon Asset Holdings Limited 100％  ％

 ％  ％

 ％  ％

 ％  ％

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

30年3月期 6,106.3 6,106.3 363.0 386.4 1,262.6

29年3月期 1,295.6 1,295.6 △130.8 △262.7 876.1

28年3月期 4,134.6 4,134.6 355.8 226.5 1,138.9

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数  36 名 

②運用業務従事者数  15  名 

 内 ファンド・マネージャー数  15 名、平均経験年数 13 年 3 ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者   名、平均経験年数   年   ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者  名、平均経験年数  年  ヵ月 

 内 調査スタッフ数   名、平均経験年数   年   ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数  10 名 

 CFA協会認定証券アナリスト数      1 名 
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＜組織図＞ 

 取締役会 

監査役 

代表取締役 

運用部 総務部 業務部 コンプライアンス部 

 

 

６．投資一任契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間 平成29年４月１日～平成30年３月31日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 . ％  

下記①に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

野村證券株式会社 24.0％  

モルガン・スタンレーMUFG証券株式会

社 
14.8％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 
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７．契約資産 

①契約資産状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金 - - - -

私的年金 - - - -

その他 - - - -

計 0 0 0 0

個人 - - - -

国内 計 0 0 0 0

       

海

外 

法

人 

年金 - - - -

その他 3 330,488 - -

計 3 330,488 0 0

個人 - - - -

海外 計 3 330,488 0 0

       

総合計 3 330,488 0 0

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、 - 件。 

 

②海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 - 件

 - 百万円

欧州 - 件

 - 百万円

アジア - 件

 - 百万円

その他 - 件

 - 百万円

 

③投資対象別運用状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化

国内 

その他 

海外 

株式特化

海外 

債券特化

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル

その他 

件数 - - - - - - - - 3

金額 - - - - - - - - 330,488

 

④契約規模別分布状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円

未満 

100～500億円

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上

件数 - - - 1 1 1

 構成比(％) 0.0 0.0 0.0 33.3 33.3 33.3

金額 - - - 37,775 52,118 240,595

 構成比(％) 0.0 0.0 0.0 11.4 15.8 72.8
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８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

絶対収益の追求を目的として、ロング・ショート戦略を中心とした市場に中立なポートフォリオを

構築しており、以下を特色とします。 

１．市場環境に応じた臨機応変な投資戦略の策定 

２．徹底した調査・分析による付加価値の創造 

３．投資対象および投資戦略を高度に分散させることによる優れたリスク・リターン特性の実現 

４．あらゆる状況を想定したリスクの管理 

 
９．投資に関する意思決定プロセス 

１．顧客との協議により運用ガイドラインを策定します。 

２．運用ガイドラインに基づき投資対象・運用戦略・運用手法を選定してリスクの配分を行いま 

す。 

３．配分されたリスク量に従い、各運用を実施します。 

４．各運用のリスクおよび成果をモニターしてリスク配分の見直しを行います。 

５．市場環境の変化に応じて投資対象・運用戦略・運用手法、及びリスクの配分の見直しを行いま

す。 

 

10．運用受託報酬・投資助言報酬 

契約資産額あるいは運用資産評価額に一定率を乗じた基本報酬を原則として、場合により運用成

果に基づいて計算される成功報酬を組み合わせた報酬体系とします。 

 

基本報酬は、最低契約資産を１億円とし、年率2％(税抜き)を基準として、運用又は助言対象とす

る資産や運用又は助言方法など、個別あるいは特段の事情に応じて、顧客と個別協議のうえ決定

します。 

 

成功報酬は、顧客と合意した運用成果の計算方法により計算される運用成果の20％(税抜き)を基

準として、顧客と個別協議のうえ決定します。 

 

 

11．その他、特記事項 

当社は日、英、香港に拠点を置く独立系投資運用会社グループの一員です。 
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